
 
                           

 
 

EXPERT VIEW：日本における合併と外商投資企業の出資者変更手続 

日本企業も日本において再編が進められる傾向があります。合併、吸収分割、事業譲渡等を行う場合には、

中国で設立した外商投資企業の持分に変動が生ずる場合があります。この場合には、外商投資企業の出資

者変更に関する手続を処理する必要がありますし、また、場合により、持分譲渡益に対して中国で課税関係

が生ずる場合もあります。 

今回は、中国国外での再編の外商投資企業に与える影響について、支配権が変更されない親子間の吸収合

併を例に検討します。 
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Q：当社（A 社）は、本年６月に日本の完全子会社（B 社）を吸収合併します。この子会社には、中国にこれが

100％出資する独資会社があるのですが、吸収合併に伴い、この独資会社も当社の子会社となります。 

この場合に、中国で独資会社の出資者の名義を当社に変更する手続を処理しなければならないと思うので

すが、具体的には、どのような手続を処理しなければならないのでしょうか？また、企業グループ内の合併

ですので、上記の名義変更手続について中国で特に課税されることはないと思うのですが、このような理解

で問題はないでしょうか？ 
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A： 日本の親会社の合併に伴い外商投資企業の持分が日本において存続会社に移転する場合において、

中国では、「外商投資企業の投資者の持分変更に関する若干の規定」に従い持分の移転について認可を

取得し、変更登記手続を処理する必要があります。もっとも、当該持分の移転は、合併という組織法上の行

為により生ずる資産の包括移転を原因とすることから、個別の持分譲渡契約による場合と異なり持分譲渡

契約を締結する必要はなく、最高意思決定機関において出資者の変更に伴う定款の変更について決議を

すれば足ります。この出資者の変更に伴い中国において課税が生ずるかは、近時、「企業再編業務に係る

企業所得税処理の若干の問題に関する通知」（財税[2009]59 号）が公布、施行され、これに課税の繰り延べ

の条件等が規定されていることから、一定の場合には課税の繰り延べが認められるものと思われますが、

未だ明確でない点もあること、現時点では施行後間がなく具体的な事例の蓄積がないことから、実務的に

は、合併に先立ち、独資会社を管轄する当地の税務当局に対し、合併（取引）の内容を説明し、課税の繰延

べの可否を確認しておくことが望まれます。 

 

１ 日本の親会社の合併に伴う外商投資企業の持分変動の中国における手続について 

外商投資企業の各種の持分変動について規定する「外商投資企業の投資者の持分変更に関する若干の規

定」（以下「若干規定」）第２条第（7）号は、「外商投資企業の投資者が合併し・・・、その合併・・後の承継人が

法により原投資者の持分を承継する場合」を、持分変更の例として規定しています。 

従って、設例のように、日本において A 社が B 社を吸収合併し、これにより B 社の独資会社に対する持分が

B 社から A 社に移転する場合には、「若干規定」の適用を受け、中国において同規定所定の手続を処理する

ことになります。「若干規定」が規定する手続の概要は、次のとおりです。 

（1）審査認可機関に対する認可申請 （「若干規定」第１４条、第９条） 

独資会社は、次の文書を提出してその原審査認可機関（設立時の審査認可機関）に対し認可申請 

① 投資者の持分変更の申請書 

② 独資会社の原定款及び修正後の定款 

③ 独資会社の認可証書及び営業許可証の写し  

④ 持分変更後の独資会社の董事会構成員リスト 

⑤ 持分取得者（A 社）が原投資者（B 社）の持分を取得したことに関する有効 な証明文書（合併記載のあ

る登記簿謄本等）  
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（2）登記機関に対する変更登記（「若干規定」第18 条、第19 条第１項） 

独資会社は、認可証書を変更した日から 30 日内に、次の文書を提出して登記機関に変更登記を申請 

① 審査認可機関に提出した全ての文書 

② 審査認可機関が発行した認可文書 

③ 登記機関が求めるその他の文書 

 

（3）留意点 

合併による持分の移転は、組織法上の持分の結合により包括的に消滅会社（B社）の資産が存続会社（A社）

に移転するもので、個別の持分譲渡取引によるものではないため、理論的には、存続会社（A 社）と消滅会社

（B 社）との間で持分譲渡契約を締結する必要がないほか、独資会社の最高意思決定機関において持分譲

渡を承認する決議をする必要もありません。ただし、出資者の変更が生じますので、当該変更を反映した変

更後の定款を存続会社（A 社）において作成したうえ、定款変更について独資会社の最高意思決定機関（株

主会又は董事会）において承認決議を経ておく必要があります。 

上記（1）、（2）とも、提出文書については、「若干規定」の内容をそのまま紹介していますが、外国企業の合併

に伴う持分変更手続は、中国では処理例が多くないので、審査認可機関及び登記機関とも提出を要求する

文書がまちまちとなる場合（例えば、実際には、合併の場合にも、持分譲渡契約を締結して提出するよう要請

される場合もあります。）があるため、実務上は、「若干規定」の上記規定内容の理解を前提として、当地にお

いて、事前に提出を要する文書等を確認することが肝要です。 

 

２ 上記持分変更について中国で課税の可能性について 

設例では A 社が B 社を吸収合併することが予定されており、日本において適格合併の要件を満たす場合に

は、日本では課税の繰延べがなされることになると思われます。 

では、中国ではどのように処理されると考えるべきでしょうか。 

外国法人（非居住者）間で、その有する外商投資企業の持分が移転した場合、中国の税法上は、その譲渡所

得に対し、中国の国内源泉所得として 10％の企業所得税が課税されるのが原則です（「企業所得税法」第３

条第３項、第４条第２項、第27 条、「企業所得税法実施条例」第91 条）。     

「企業所得税法」施行後、中国において企業再編にかかわる課税の繰り延べ、その適用条件等を定めたい

わゆる企業再編税制として、近時、「企業再編業務に係る企業所得税処理の若干の問題に関する通知」（財

税[2009]59号）が公布、施行されています。現時点では施行後間がなく、具体的な事例の蓄積がないこともあ

り明確でない点もありますが、同通知には中国企業の再編に関わる課税の繰り延べの条件等が規定されて

おり、今後はこれに従って処理がなされてゆくものと思われます。実務的には、会計・税務の専門家に問い

合わせて課税の繰り延べの条件を満たすか否かを確認したうえで、独資会社を管轄する当地の税務当局に

対しても、課税の繰延べの可否を確認しておくことが望まれます。 
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【経済】 
◆製造業PMI指数5ヶ月連続上昇 景気回復感強まる：中国物流購買
連合会の発表によると、4 月の中国製造業購買担当者指数（PMI）は
53.5 となり、5 ヶ月連続して上昇した。3 月以来、景気拡大と縮小の 
分岐点となる 50 を超えており、景気回復基調が更に強まったとの 
見方がある。PMI の構成指数の一つである新規受注指数は前月比 
2ポイント上昇して56.6に達し、3ヶ月連続で50を超えた。また雇用指
数は前月比 1.7 ポイント上昇し、昨年 10 月以来初めて 50 を越えた。
なお、非製造業の PMI は 59.0 となり、2 月以降上昇が続いている。 

【産業】 
◆4月の自動車生産・販売 過去最高を記録：中国自動車工業協会が8日に発表したデータによると、4月の自動車生産・
販売台数は共に単月ベースで過去最高を記録した。4 月の生産台数は 115.7 万台で、前月比+5.61%、前年同月比+17.9%。
販売台数は115.3万台で、前月比+3.91%、前年同月比+25.0%と4ヶ月連続で世界トップ。同協会は自動車産業全体として回
復に向かっているとの見方を示した。購入税優遇対象となる1600ｃｃ以下の乗用車の販売は4ヶ月連続上昇した。中高級
乗用車については、第1 四半期は落ち込んだものの、4 月から回復の兆しが見えている。一方、輸出は引き続き低迷し、
1～4 月の輸出販売台数は前年同期比▲61.0%と大幅に減少、また販売増加車種が税金優遇対象車に偏っていること、更
に自動車大手企業の収益状況は昨年同期比悪化している等の不透明感も残っていると同協会は指摘している。 

【貿易・投資】 
◆国際金融・海運センター建設等上海市発展の意見書を発表：4月29日、国務院は国際金融センター、国際海運センター
の建設等上海市の発展に関する意見書を発表した。2020年を目処に、金融センターについては、金融システムの改善、
国外企業による人民元債券・株式発行等の対外開放を一層進め、国際金融センターに相応しい金融環境を構築するとし
ている。一方、海運センターの建設については、洋山保税港区内で税制優遇策を実施、同区を中心に上海を国際貨物の
中継センターとする方針。また、浦東新区の技術先進型サービス企業に対する、2013年末までの低企業所得税率15%の
適用、オフショア・アウトソーシングサービス業の収入に対する営業税免除等の優遇策等も盛り込まれている。 
◆広州交易会が閉幕 輸出契約額は16.9%減：7日に閉幕した第105回広州交易会では、金融危機の影響を受け、輸出契
約額が前回より16.9％減の262.3億米ドルとなった。契約額の上位3位の商品が全体に占める割合は、電気・機械製品が
42.9%、軽工業品が31.9%、アパレルが12.3%。輸出市場は、EU、中東、米国が引き続き上位3位を占めたものの、契約額は
前回より減少。一方、新興市場のアルゼンチン、インド、ASEANとの輸出契約額はそれぞれ10.2%、6.2%、7.1%増加した。 
◆2008年のサービス貿易額 前年比21.3％増：6日に商務部が発表したデータによると、2008年の中国のサービス貿易
額は前年比 21.3％増の 3,044.5 億米ドルとなった。金融危機の影響を受け、伸び率は前年比 9.6 ポイント低下したもの
の、依然として 20%を超える堅調な伸びが続いている。輸出、輸入ともに香港、米国、EU、日本、ASEAN が 5 大相手国で
輸出入額全体の約7割を占め、コンサルティング、コンピュータ・情報サービス、保険等の高付加価値サービス業の輸出
額が前年比約5 割増加したこと等が特徴としている。 

【金融】 
◆国外企業の国内非居住者外貨口座を統一管理へ：外貨管理局は5日、「国外企業の国内非居住者外貨口座管理弁法
草案」の意見稿を発表し、5月19日まで一般から意見を聴取する。対象となる口座には、経常取引やプロジェクト専用の
資本取引に使用する外貨口座が含まれ、今後は口座番号の最初に「NRA」を標記し、統一的に管理される模様。また、
従来外資銀行に限られていた口座開設を地場銀行にも開放する他、開設手続きの簡素化も図る。近年、国外企業が開
設する外貨口座が増加する中、既存規定を整備し、違法な資本移動の監督、管理を強化する目的としている。 
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中国の景気回復期待や市場における過度な緊張感の緩和もあり、人民元は 4月の下旬以降は心理的抵抗線となっていた 6.8300 を上回り、
小幅ながらもレンジを人民元高方向にシフトする展開となった。4 月27 日に中銀基準値が昨年11 月以来の元高水準となる 6.8253 に設定
されると前週同様、当局が人民元高を容認するとの見方が強まり、月末の米ドル買い需要をこなしながらも 1 月以来となる高値を更新して
越月した。労働節（5 月1 日）の休場明けとなる 4 日以降も市場では元買い意欲が旺盛な値動きとなり 5 日には昨年10 月以来初めて 6.82
大台を上抜けすると高値 6.8187 まで上昇した。しかし同水準では高値警戒感もくすぶる中、すぐさま 6.82 台に反落するとその後は同水準
で推移している。 月初に物流購買連合会から発表された 4 月の購買担当者指数（PMI 指数）は 53.5 と 2 ヶ月連続で景気判断の分かれ目
となる 50 を上回り、中国国内の景況感改善を窺わせる内容となった。一方、当局者からは世界経済の早期回復が見込めない中、過度な
楽観論に慎重な意見も示されている。人民元相場は今週以降に発表される中国の経済指標や世界的な緊張感の緩和に伴い元買い圧力
が強まる展開も予想されるが 6 日に発表された中央銀行第1 四半期「金融政策執行報告」でも人民元については柔軟性を高めると同時に
基本的安定を維持するとの従来の方針が改めて確認されている。一層の元高にはやや警戒感も高まっており、当面は 6.82 台が心理的抵
抗線として意識される神経質な値動きが予想される。（5 月8 日作成）     

        （市場営業部 為替営業推進ｸﾞﾙｰﾌ  ゚ ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ営業ﾗｲﾝ） 
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